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はじめに
昭和９年に我が国の不正競争防止法が制定された。昭和９年の「工業所有権の保護に関するパリ条約ヘーグ改正
条約」批准にあたり、同改正条約が不正競争の禁圧を加盟国に義務付けていたことから、条約上の最低限の義務を
満たすために制定されたのであった。制定時は、周知商品表示の混同惹起行為、虚偽原産地の誤認惹起行為、信用
棄損行為のみを「不正競争」としていた。その後何度か改正があり、平成５年に全面改正が行われた。その後も何
度か一部改正がおこなわれている。
不正競争法２条１項に不正競争についての定義規定がある。不正競争とは、①混同惹起行為、②著名表示冒用行
為、③他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為、④営業秘密に係る不正行為、⑤技術的制限手段に対す
る不正行為、⑥ドメイン名に係る不正行為、⑦誤認惹起行為、⑧信用棄損行為、⑨代理人等の商標冒用行為等のこ
とをいう（1）。
不正競争防止法の目的は、不正競争によって営業上の利益が侵害され、または侵害される恐れのある者には、不
正競争の停止・予防請求権等が認められて、営業上の利益を侵害した者に対して損害賠償が容易にできるようにし
て、業者間の公正な競争を確保するものである（法１条）。
本稿では、不正競争防止法２条１項13号の誤認惹起行為とは何かについて３つの判例から考察してみることにす
る。①富山地裁高岡支部平成18年11月10日「氷見うどん」事件判決（2）、②東京地裁平成６年11月30日「京の柿茶」事
件判決（3）、③京都地裁平成２年４月25日「本みりんタイプ調味料」事件判決（4）等から誤認惹起行為について述べて
いきたい。３つの判例から明らかであるが、平成５年度の改正前後で被害者からの請求事項に変化が出てきている。
１．「氷見うどん」事件
本事件は、富山県氷見市外で製造されており、また原材料も氷見市内で産出されていない「うどん」について、
「氷見うどん」等の表示を付して販売する行為が、不正競争防止法２条１項13号に規定する原産地の誤認惹起行為に
当たるのかが争点となっている。「原産地」とは、商品が生産、製造又は加工されて商品価値が付与された地のこと
をいう。
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X株式会社は、「氷見うどん」の商標を付して麺類の販売を業としている。Y1株式会社も麺類の製造販売を目的と
して、平成９年９月17日に富山県氷見市に設立され、それ以後岡山県にある A株式会社に製造を委託して「うどん」
を納入させた。包装紙等には「越中氷見名物」、「氷見糸うどん」、「氷見の手延うどん」等の表示をして販売してき
た。Y1の代表取締役は、Y2である。
Xは Y1の行為は、一般消費者に氷見市において製造されていないものを当地で製造されているものと誤認混同を
生じさせるものであり、不正競争防止法２条１項13号にいう「原産地について誤認されるような表示をし、又はそ
の表示をした商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し」に該当すると主張した。そこで Y1に
対して、不正競争防止法３条１項に基づいて該当商品の販売等の差止め、同条２項に基づく包装紙等の廃棄、４条、
５条２項に基づく損害賠償を求め、またY2に対しては、旧商法266条ノ３第１項に基づく損害賠償を求めた。
被告 Y1・ Y2は、次のように反論した。「氷見」の表示は、原産地だけでなく販売地も含む表示であるので、原産
地について誤認混同を生じさせるものではない。「氷見うどん」の表示は、不正競争防止法19条１項１号に規定する
普通名称又は慣用表示に当たるので、 Y1は「氷見うどん」の表示を使用できる。さらに「氷見うどん」の表示を用
いて麺類を製造販売する業者は、他にも存在して、 Y1の挙げた利益をもって Xの損害にならないので、同法５条２
項の損害額の推定規定の適用は受けないと主張した。
裁判所は次のように判示した。 Y1 は、岡山県で製造された本商品の包装紙等に、「氷見名物」等の表示を付し、
かつ「製造者 Y1」として販売していた。それ故に一般消費者は、氷見市内で製造されていない商品を市内で製造さ
れているものと誤認混同するものであり、不正競争防止法２条１項13号に規定する原産地の誤認惹起行為に当たる
と判断した。「氷見うどん」の「氷見」の部分は、商品の製造地または原材料の生産地が氷見市内であると表示する
と一般的には理解されるとして、該当商品は、氷見市内で製造されたものではなく、また、原材料も市内で産出さ
れたものともいえないと判示した。
「氷見うどん」は、原産地名が商品を一般的に示す名称たとえば「サツマイモ」や「佃煮」などのようになって
いるとはいえないから、普通名称であるとはいえないし、また「氷見うどん」が一般的に慣習上自由に使用されて
いる商品表示であるとの証拠もないとした。さらに X と Y1はいずれも氷見市内で麺類の製造販売をしているので、
Y1 の不正競争行為によってXの営業上の利益が侵害されたことを推認することができるとして、不正競争防止法５
条２項の推定規定の適用を肯定した。よって、 Y1が平成９年９月17日から平成17年３月31日までの間に原産地表示
を偽った商品を販売したことによって（得た）営業利益に Xの市場占有率である93.24％を乗じて、 Xの被った営業
上の損害額を３憶6900万円余（過去８年分）と算定して、Y1 Y2に連帯して同額の損害金を賠償するように命じた。
本判決では、平成16年７月の訴訟の提起によって、 Y1が自らの行為の違法性を認めて同年９月以降岡山県におけ
る製造を停止したものと認定して、差止請求等については棄却した。
要するに、本判決では、被告の行為が不正競争防止法上に規定する原産地の誤認惹起行為に当たるとしたことと、
市場占有率を93.24％であるとして法５条２項の推定規定の適用を認めて実質的な損害賠償金額を認めたことである。
原産地の誤認惹起行為をめぐる比較的珍しい紛争事件である。
この事件では、被告 Y1 Y2は、「氷見」の表示は、原産地だけでなく販売地も含むので原産地について誤認混同は
生じなく、また「氷見うどん」の表示は、普通名称または慣用表示に当たるので、被告 Y1が「氷見うどん」の表示
を使用できる、さらに「氷見うどん」と称する麺類を製造販売する業者は、 X と Y1以外にも存在し、 Y1の利益を
もってXの損害となるわけではないので、損害額の推定規定である法５条２項は適用できないと主張した。
本件では、多額の損害金の算定が問題となる。事実、被告は納得がいかずに控訴することになった。原告側の鑑
定人の公認会計士は、原告会社の損害は８年分ということで、被告会社の確定申告書の金額を基礎資料として、原
産地表示を偽った商品を販売したことによる営業利益を、３億9600万円余と推定した。原告の市場占有率について
は、氷見市内で製造されたうどんであると標榜して販売する競業者は、被告以外に４社あるが、売上高から算定す
ると市場占有率は大変低くなっており、原告以外には競業者はいないといえる。ここで、市場占有率の高さが、法
５条２項の推定規定が働くことになった。被告会社の営業利益の８年分に市場占有率を単純に乗じて損害額を決定
しているところに疑問がある。法の５条の「利益」についての解釈が営業利益か売上利益かでも損害額の算定が異
なってくる（5）。実際、市場占有率の比較も平成16年度だけの単年度分の乾麺の売上高からの算定である。１年度分の
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占有率から８年度分を請求するのは無理があると解する。売上総利益が妥当と考えるが、営業利益は売上総利益か
ら一般経費を控除した残りの利益であるが、各社の一般経費の中身に違いがあるので、売上総利益を選択して、せ
めて３年度分の市場占有率を調査して、それを平均して３年度分くらいの請求であれば妥当な解決となると考える。
結局のところ、原産地表示を偽って営業する業者には、本件のように高い市場占有率を有する業者から多額の損
害金の請求がありうるという判例である。
２．「京の柿茶」事件
本件では、京都府内で生産加工されたものでない柿茶について、商品及びその広告に「京の柿茶」の表示を付す
るのは、旧不正競争防止法２条１項10号の規定する誤認惹起行為すなわち商品の原産地を誤認させる表示に当たる
か否かが争われた。
被告標章は、「京の柿茶」または「KYO  NO  KAKICHA」の文字からなるものであり、被告商品が京都で製造さ
れていないし、また京都で産出された材料を含んでいないことは、被告が認めているので、被告側に旧不正競争防
止法２条１項10号に違反するとの認識がないことが問題となっている。
原告は「柿の葉茶」という商標権を有し、被告は「京の柿茶」という標章を使用している。まず、原告は被告の
標章の旧不正競争防止法２条１項１条の商標、標章による周知商品表示による使用差止めを求めていた。裁判所は、
原告商標中の「柿茶」の文字部分は、当該指定商品である柿の葉茶の普通名称か、商品の原料を説明しているだけで
あるので、「柿茶」の文字部分には自他識別能力はなく、原告の商標の要部ではないとして、原告商標と被告標章の
全体の構成を対比すると両者は類似しないので、旧法２条１項１号による被告標章の使用の差止めは認めなかった。
次に旧法２条１項10号の原産地、品質の誤認表示による使用差止めについては、裁判所は、被告標章の「京の」
の文字部分は、被告商品の製造地、または原材料の生産地が、京都市やその近郊であることと一般的に理解される
ので、その事実がない商品に「京の」という標章を使用することは、旧法２条１項10項の誤認惹起行為にあたると
して、被告標章の使用差止めを認めた。不正競争行為に該当するので、被告の不正競争行為により、柿の葉茶を製
造販売する原告には、営業上の利益を侵害されるおそれがあるとした。
被告は、商品に「京の」という表示をしたのは、京都が古都であり、我が国の伝統文化を代表する地域であり、
日本人の柿を愛する営みを貴族社会の中で発祥させた地の一つである「京」のイメージを借りて、商品に古雅（み
やび）や優雅さ（エレガンス）のイメージを消費者に伝えようとしたものであるので、当該標章を商品に使用する
ことは旧法２条１項10号に違反しないと主張した。裁判所は、被告標章から被告の主張するイメージを持つ消費者
もいるかもしれないとしながらも、一般的には「京の」、「KYO NO」の語を文字どおりに受けとって、被告商品が
京都で製造、加工されたか、京都府下でとれた原材料で製造されたものであると誤認する消費者が多いのではない
かということで、被告の主張は採用されなかった。
本件では損害額の賠償請求はなかった。当時は民法709条の不法行為の規定から損害賠償請求ができるのであった
が、損害額の立証責任は被害者側にあるので、損害額を立証することが困難であったと思われる。現行法には侵害
者が得た利益が被害者の受けた損害額と推定するとの規定があり、損害賠償の請求は容易となっている。起訴が法
改正前であるので、標章の使用の差止めのみを認める判決となっているが、改正後の起訴であれば、原告が自己の
市場占有率を調査して50％超の占有率（6）を有しておれば、現行法４条の損害賠償規定、５条の損害額の推定規定が
働く余地があったと思われる。
３．「本みりんタイプ調味料」事件
本件では、「本みりんタイプ調味料」の表示が「本みりん」の品質、内容について誤認を生ぜしめる表示に当たる
か、すなわち旧不正競争防止法２条１項５号の規定（商品の品質、内容に誤認表示）に違反するか否かが争われた。
みりんとは、酒税法３条１項６号によると「米及び米こうじにしょうちゅう又はアルコールを加えて、こしたも
の」や「米、米こうじ及びしょうちゅう又はアルコールにみりんその他政令で定める物品を加えて、こしたもの」
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でアルコール分１度以上の飲料をいう。当時の判決文によると、本みりんとは、アルコール度16度以上のみりんの
ことをいう（7）。
被告は、製造販売する液体調味料（もち米、米こうじ、醸造用アルコール、醸造用糖類を主原料として、これに
酒税法上の不可飲料処置に相当する量以上の食塩を加えた液体調味料）の容器に「本みりんタイプ調味料」という
表示を付していた。この表示に問題があった。被告は、ラベルの中央に黒色の大きな書体で「本みりん」と書き、
その下に小さく「タイプ」と「調味料」と二行に書いていた。原告は、被告の販売する液体調味料が、みりんでも
ないのに、ラベルに紛らわしい表示をしたことは、商品の品質、内容に誤認を生じさせるものであるとして、旧不
正競争防止法１条１項５号の規定により、被告の表示した容器の廃棄及び商品の販売の差止等を請求した。
裁判所は、被告は加塩による不可飲処置をとったことにより酒税の負担を免れ、本みりんでない商品に、本みり
んと誤認を招く表示を付することは許すことができないとする。また、消費者には「本みりん」の部分が強く印象
に残るのであって、「タイプ」と「調味料」の部分はほとんど目に入らないものであるので、消費者にエキス分の高
い本みりんであるかのように品質、内容に誤認を生じさせることになる。よって、当該商品は本みりんでないので、
本みりんと紛らわしい表示を付することは許されないとして、原告の請求を認めた。
原告は、本みりんの製造、販売量は業界第一で市場占有率も昭和60年、61年は約53％もあったのであるが、営業
利益についての損害賠償の請求をしていない。平成５年改正法及び平成15年改正法によって損害の額の推定規定が
設けられて賠償請求が容易になっている。前例の「氷見うどん」事件がよい例である。現行法であれば４条、５条
から損害賠償が認められるケースであったと思われるが、被告に容器の廃棄と、商品の販売の差止め等を請求した。
ここで被告の主張をみてみることにする。被告は、自らの商品について、加塩による不可飲処置により酒税賦課
の対象にならないことで本みりんと異なるのであって、その他においては原料、製品の風味においては原告の本み
りんと実質的に差異はないので、原告の本みりんに不正競争防止法の保護は与えるべきではないという。この点に
ついて裁判所は、本みりんは酒税法所定の酒類の一種であり、酒税が課せられている。被告商品は加塩による不可
飲処置をとったことにより酒税の負担を免れているのであって、本みりんでもない商品に本みりんと誤認させる表
示を用いることは認められないと判示した。
また、被告は、ラベルでの表示について、「タイプ」と「調味料」の文字が「本みりん」の文字に比較して小さく、
製品の色やラベルの地色との関係で見えにくいことは認めている。当該表示は、エキス分が16度以上あるので、商
品の内容をより正確に表現すること、デザイン上のバランスを考えて構成したものであるので、他意はなく、本み
りんと誤認させるためにしたものではないこと、また「本みりんタイプ調味料」という表示は、本みりんとは異な
なる調味料を示す表示として業界に定着しているので、消費者が当該商品を本みりんと誤認することはないと主張
した。
この点について裁判所は、当該表示は、「本みりん」の部分が中央に黒色で大きな書体で記載され、その下に金色
の地に白抜きで小さく、見えにくく「タイプ」と「調味料」と二行に書き分けて、消費者には「本みりん」の部分
が強く印象に残る構成になっているので、当該商品が本みりんと紛らわしい表示をすることは許されないとした。
また、被告が当該商品を販売することは、本みりんの品質、内容について消費者に誤解を与え、本みりん製造者、
販売者の営業上の利益を侵害する不正な競争行為といえると判示した。
４．まとめ
平成５年度の不正競争法の大改正以後、被害者からの損害賠償請求が容易になっている。典型的な事例が「氷見
うどん」事件である。侵害行為のあった過去８年分につき、侵害者の営業利益に被害者の市場占有率を乗じて損害
額の算定が行われた。法５条に損害額の推定規定が設けられたことにより、損害額の推定が容易となったので、法
５条の意義は大きい。民法の不法行為法の特別法が不正防止競争法との位置づけともなっているが、実務上は、民
法上の損害賠償請求権に加えて、新たに差止請求権を付与し、さらには損害額の立証責任の転換によって、被害者
の救済に大きく貢献したことである。業者は不正競争防止法を順守しないと、「氷見うどん」事件のような高額な損
害倍賞請求事件に発展する可能性がある。
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